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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 5,460 △20.6 △292 ― △201 ― △540 ―
22年3月期第2四半期 6,879 △6.7 △465 ― △354 ― △379 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △40.18 ―
22年3月期第2四半期 △68.37 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 9,969 1,661 16.7 123.49
22年3月期 10,365 2,201 21.2 163.67

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  1,661百万円 22年3月期  2,201百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
23年3月期 ― 0.00
23年3月期 

（予想）
― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,336 △14.7 △351 ― △180 ― △524 ― △39.01



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q 13,451,000株 22年3月期  13,451,000株
② 期末自己株式数 23年3月期2Q  210株 22年3月期  170株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q 13,450,810株 22年3月期2Q  5,550,830株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、エコカー減税等の景気刺激策により、一部では緩やかな景気

回復が見られたものの、依然として続く雇用・所得環境の停滞の影響等から、消費者の節約傾向は解消されず、引

き続き厳しい状況が続いております。 

このような状況の中、当社グループでは、前事業年度に行った経費削減策を持続させながら、当社グループ内で

成長を続ける車販売事業と車検事業へ大規模なリソース集中を行い、カー用品事業の落込みに歯止めをかけながら

収益構造の転換を行う内容を骨子とした「平成22年度経営計画」に着手いたしました。 

商品別の売上につきましては、車検事業が既存店前期比108.7％、車販売事業が４月に柏沼南店、６月にオイルボ

ーイ富里インター店にて本格的に開始したことにより既存店前期比224.6％、板金事業が既存店前期比108.1％とな

るなど、堅調に推移いたしました。しかしながら、それ以外の事業につきましては、消費低迷による売上不振によ

り既存店前期実績を割り込む形となったため、全体売上は、既存店前期比12.2％の減収となりました。 

商品別の粗利額につきましては、車検事業で既存店前期比114.1％、車販売事業で既存店前期比204.3％、板金事

業で101.5％となり売上とともに好調に推移しました。それ以外の事業につきましては、売上不振により粗利額も減

少しており、全体の粗利額については、既存店前期比13.3％の減益となりました。 

以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間における売上高は5,460百万円（前期比20.6％減少）、経

常利益は△201百万円（前期比152百万円改善）、四半期純利益は△540百万円（前期比160百万円悪化）となりまし

た。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①財政状態 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は9,969百万円となり、前連結会計年度末比395百万円（3.8％）の減少、

負債は8,308百万円となり、前連結会計年度末比144百万円（1.8％）の増加、純資産は1,661百万円で、前連結会計

年度末比540百万円（24.6％）減少となりました。この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末比4.5ポイント減

の16.7％となりました。 

  

②キャッシュフローの状況 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前第２四半期連結会計

期間末と比較して131百万円（76.0％）増加し、304百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果支出した資金は、前年同期比112百万円（33.5％）減少し222百万円となりました。これは主に、

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額が192百万円増加したものの、税金等調整前四半期純損失459百万円、仕

入債務の減少による支出157百万円があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は、６百万円（前年同期は25百万円の収入）となりました。これは主に、敷金及び

保証金の回収による収入140百万円、賃貸資産売却に伴う原価振替額91百万円があったものの、敷金及び保証金の

差入による支出129百万円、預り保証金の返還による支出37百万円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、２百万円（前年同期は15百万円の支出）となりました。これは長期借入による

収入10百万円、長期借入金の返済による支出７百万円によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

既に発表しましたとおり、第２四半期累計期間における業績の進捗状況と現在の景況感を勘案し、平成22年11月

５日付で平成23年３月期の連結業績予想を修正しております。詳細は、平成22年11月５日に別途開示済の「連結業

績予想の修正及び個別業績と前期実績との差異に関するお知らせ」をご覧ください。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

   

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

棚卸資産の簿価切り下げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価格を見積り、簿価切り下

げを行う方法を採用しております。 

   

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

１．資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失は4,753千円、経常損失は8,296千円、税金等調整前四

半期純損失は、200,795千円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額

は415,826千円であります。 

２．企業結合に関する会計基準等の適用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社グループは、前連結会計年度まで４期連続の経常損失及び当期純損失を計上し、営業キャッシュ・フロー

についても４期連続してマイナスとなりました。当第２四半期連結累計期間においても、経常損失、四半期純損

失を計上し、営業キャッシュ・フローもマイナスとなっております。 

また、資金面においては、平成22年５月31日に全ての協定金融機関と「債権者間協定書」を締結したことで、

平成23年７月31日までの資金支援を受けておりますが、その後も継続して資金支援を得られるか不透明な状況に

あります。 

当該状況を解消すべく、当社グループは、「平成22年度経営計画」に着手しております。この計画は、既に確

定している固定費の削減（人件費削減、家賃削減、店舗削減等）をベースにして、現在の収益環境に応じた緩や

かな売上構築を図りながら、当社グループ内で成長を続ける、車販売事業と車検事業を主軸とした成長分野へ経

営資源を集中することにより、業績の回復を図るものでありました。しかしながら、当第２四半期連結累計期間

の業績から、更なる経営計画の改善が求められ、収益改善と経費圧縮からなる「平成22年度修正経営計画」を策

定し、粗利額の改善、経費削減、テナント収入の増加、並びに、成長部門への経営資源集中加速に着手しており

ます。この修正計画に基づき、経費削減につきましては、管理部門を中心とした25名の希望退職者を募り、22名

が応募して退職したことにより、主要な経費削減計画を完了させております。 

当社グループは、これらの対応策を実行中ですが、事業環境の悪化や収益化体質への転換が進まない場合もあ

り、また、全金融機関と平成23年７月31日以降の資金支援について協議を行ないながら進めていくという状況で

あるため、現時点では継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 304,803 530,740

受取手形及び売掛金 312,787 312,547

商品及び製品 692,414 712,444

その他 168,067 292,865

貸倒引当金 △797 △587

流動資産合計 1,477,276 1,848,011

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,999,026 4,835,974

減価償却累計額 △1,630,441 △1,579,803

建物（純額） 3,368,585 3,256,171

土地 2,512,186 2,512,186

その他 1,262,785 1,468,475

減価償却累計額 △972,225 △1,056,622

その他（純額） 290,560 411,853

有形固定資産合計 6,171,331 6,180,210

無形固定資産 44,423 49,691

投資その他の資産   

敷金及び保証金 2,196,920 2,214,720

その他 88,744 74,930

貸倒引当金 △40,851 △39,237

投資その他の資産合計 2,244,813 2,250,414

固定資産合計 8,460,568 8,480,315

繰延資産 31,747 36,859

資産合計 9,969,592 10,365,186

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 540,938 698,518

短期借入金 116,538 7,752

未払法人税等 12,115 25,662

賞与引当金 8,700 7,330

ポイント引当金 24,478 21,576

事業構造改善引当金 42,454 88,786

訴訟損失引当金 51,000 51,000

資産除去債務 1,340 －

その他 476,583 538,817

流動負債合計 1,274,148 1,439,443



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 5,091,663 5,197,917

長期預り敷金保証金 1,267,474 1,296,027

資産除去債務 406,326 －

その他 268,932 230,250

固定負債合計 7,034,397 6,724,195

負債合計 8,308,546 8,163,639

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,418,675 1,418,675

資本剰余金 1,579,319 1,579,319

利益剰余金 △1,336,792 △796,302

自己株式 △155 △143

株主資本合計 1,661,045 2,201,547

純資産合計 1,661,045 2,201,547

負債純資産合計 9,969,592 10,365,186



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 6,879,212 5,460,410

売上原価 4,675,518 3,744,954

売上総利益 2,203,694 1,715,456

販売費及び一般管理費 2,668,788 2,008,357

営業損失（△） △465,094 △292,901

営業外収益   

附随業収入 313,773 336,843

受取手数料 66,417 52,054

その他 42,917 38,626

営業外収益合計 423,108 427,523

営業外費用   

支払利息 63,220 60,956

附随業原価 246,839 266,082

その他 1,974 9,532

営業外費用合計 312,034 336,571

経常損失（△） △354,020 △201,949

特別利益   

貸倒引当金戻入額 5,400 －

事業構造改善引当金戻入額 1,688 －

特別利益合計 7,088 －

特別損失   

固定資産除却損 7,783 9,626

投資有価証券評価損 2,763 －

減損損失 － 21,639

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 192,499

その他 4,609 34,281

特別損失合計 15,156 258,046

税金等調整前四半期純損失（△） △362,088 △459,995

法人税、住民税及び事業税 19,237 5,676

過年度法人税等戻入額 － △4,791

法人税等調整額 △1,791 79,608

法人税等合計 17,445 80,494

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △540,489

四半期純損失（△） △379,534 △540,489



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △362,088 △459,995

減価償却費 199,177 146,228

減損損失 － 21,639

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,118 1,824

受取利息及び受取配当金 △2,094 △2,592

支払利息 63,220 60,956

売上債権の増減額（△は増加） 102,972 △239

たな卸資産の増減額（△は増加） 68,933 20,030

仕入債務の増減額（△は減少） 7,501 △157,580

投資有価証券評価損益（△は益） 2,763 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △6,130 1,370

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 2,902

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △22,156 △46,332

リース資産減損勘定取崩額 △23,778 △39,557

固定資産除売却損益（△は益） 7,783 9,626

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 192,499

未払消費税等の増減額（△は減少） △108,601 106,324

その他 △179,079 △5,034

小計 △255,695 △147,932

利息及び配当金の受取額 2,056 2,592

利息の支払額 △61,244 △64,338

法人税等の支払額 △19,304 △12,450

営業活動によるキャッシュ・フロー △334,187 △222,128

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △892,624 △37,156

有形固定資産の売却による収入 1,545 －

資産除去債務の履行による支出 － △19,179

賃貸資産売却に伴う原価振替額 106,854 91,186

無形固定資産の取得による支出 △3,920 △6,177

定期預金の増減額（△は増加） － △10,050

敷金及び保証金の差入による支出 △76,324 △129,410

敷金及び保証金の回収による収入 79,606 140,941

預り保証金の返還による支出 △38,372 △37,329

預り保証金の受入による収入 849,575 3,900

その他 △1,127 △3,053

投資活動によるキャッシュ・フロー 25,211 △6,328

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 10,000

長期借入金の返済による支出 △2,660 △7,468

長期債務の返済による支出 △12,628 －

その他 △95 △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,384 2,519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △324,360 △225,937

現金及び現金同等物の期首残高 497,533 530,740

現金及び現金同等物の四半期末残高 173,172 304,803



当社グループは、前連結会計年度まで４期連続の経常損失及び当期純損失を計上し、営業キャッシュ・フローに

ついても４期連続してマイナスとなりました。当第２四半期連結累計期間においても、経常損失、四半期純損失を計

上し、営業キャッシュ・フローもマイナスとなっております。また、資金面においては、平成22年５月31日に全ての

協定金融機関と「債権者間協定書」を締結したことで、平成23年７月31日までの資金支援を受けておりますが、その

後も継続して資金支援を得られるか不透明な状況にあります。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しています。 

当社グループは、「平成22年度経営計画」に着手しております。この計画は、既に確定している固定費の削減

（人件費削減、家賃削減、店舗削減等）をベースにして、現在の収益環境に応じた緩やかな売上構築を図りながら、

当社グループ内で成長を続ける、車販売事業と車検事業を主軸とした成長分野へ経営資源を集中することにより、業

績の回復を図るものでありました。しかしながら、当第２四半期連結累計期間の業績から、更なる経営計画の改善が

求められ、収益改善と経費圧縮からなる「平成22年度修正経営計画」を策定し、粗利額の改善、経費削減、テナント

収入の増加、並びに、成長部門への経営資源集中加速に着手しております。この修正計画に基づき、経費削減につき

ましては、管理部門を中心とした25名の希望退職者を募り、22名が応募して退職したことにより、主要な経費削減計

画を完了させております。これらの追加対応策による損益見通しでは、今後一年間の資金繰りに問題はありません

が、平成23年７月31日以降に関しては、全金融機関と当社との間で「債権者間協定書」の再締結を通じた継続的な資

金支援を依頼しております。 

しかしながら、当社グループは、これらの対応策を実行中ですが、事業環境の悪化や収益化体質への転換が進ま

ない場合もあり、また、全金融機関と平成23年７月31日以降の資金支援について協議を行ないながら進めていくとい

う状況であるため、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影

響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

  

  

当連結グループは自動車用品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

  

  該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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